
和気町勤怠管理システム導入及び運用保守業務委託に係るプロポーザル実施要領

１　目的
　　本業務は、職員の勤務状況を客観的かつ正確に把握し、時間外労働の縮減や年次有給休暇の取得促進といった働き方改革を推進することを目的とする。また、多様な勤務形態への対応や、労働基準法等の法令遵守（コンプライアンス）の徹底を図る。さらに、これまで手作業や紙ベースで行われてきた出退勤の集計、休暇申請、給与システム連携等の事務処理をデジタル化・一元化することで、人事・総務部門の膨大な事務負担とヒューマンエラーを削減し、組織全体の業務効率化を実現する。あわせて、管理職が職員の勤務実態をリアルタイムで把握できる環境を整えることで、適切な健康管理と労務リスクの未然防止、さらには組織的なマネジメントの強化につなげることを目的とする。
　　本実施要領は、勤怠管理システム（以下「システム」という。）導入及び運用保守に係る業務を委託する契約候補者をプロポーザル方式により、公正かつ公平な方法で選定のために必要な事項を定める。

２　業務概要
（１）業務名
　　和気町勤怠管理システム導入及び運用保守業務委託
（２）業務内容
　　別添１「和気町勤怠管理システム導入及び運用保守業務委託仕様書（以下「仕様書」という。）」のとおりとする。
（３）履行期間
　　契約期間から令和9年3月31日（水）まで
　　※運用保守期間は、システム本稼働日から令和9年3月31日（水）までとする。
（４）委託料の提案上限額
　　勤怠管理システム導入費用
4,554,000円（消費税及び地方消費税を含む）とする。
　　運用保守業務費用
　　　　232,100円／月（消費税及び地方消費税を含む）とする。
　　※なお、提案金額が上記上限額（導入費用、運用保守業務費用のいずれか、または総額）を超える場合は失格とする。
（５）プロポーザルの方法
　　公募型プロポーザル方式


３　事業者審査のスケジュール
　　令和８年９月１日（火）　　　実施要領の公表開始（ホームページに掲載）
９月１５日（火）　　質問受付期限
９月１８日（金）　　質問回答日
９月３０日（水）　　参加申込書、企画提案書の提出期限
１０月９日（金）　　提案内容のプレゼンテーション・ヒアリング
審査委員会
　　　　　　１０月１４日（水）　審査結果の通知

４　質問受付及び回答
　　質問及び回答は、次のとおりとする。
（１）提出期限
　　令和8年9月15日（火）午後5時15分必着
（２）質問方法等
　　質問がある場合には、別添３「質問票」により、上記期限までに質問票を電子メール　　
　で和気町役場総務部総務課へ提出すること。
　　※E-MAIL:somu@town.wake.lg.jp
　　メールの件名は「【質問】和気町勤怠管理システムプロポーザル（事業者名）」とすること。
　なお、質問は参加資格等を有する者のみ受け付けるものとする。
（３）回答
　　質問の内容及び回答について、令和8年9月18日（金）までに和気町公式ホームページで公表する。なお、質問の回答は、実施要領等の追加又は修正とみなす。

５　参加資格
　　プロポーザルに参加を希望する者は、次に掲げる全ての要件を満たしていること。
（１）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定のいずれにも該当しない者であること。
（２）企画提案書の提出期限において、和気町の指名停止を受けていない者であること。
（３）和気町内に事務所・事業所等を有する者又は有しない者であっても、和気町の求めに応じて、来訪することが可能である者であること。
（４）国税、都道府県民税、市町村税を滞納していない者であること。
（５）会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき、更生手続開始の申立てがなされている者、又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき、再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。
（６）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号の規定によるもの）に該当しない者であること。又は、暴力団の構成員、暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過していない者が経営、運営に関係しない者であること。

６　参加申込書の提出
　　プロポーザルに参加を希望する事業者は、次のとおり書類を提出することとする。
（１）提出書類
　　ア　参加申込書（別添４）
　　イ　履歴事項全部証明書
　　ウ　計算書類（貸借対照表、損益計算書）
　　エ　国税（法人税及び消費税）に係る納税証明書
　　オ　本店所在地の都道府県税に係る納税証明書（法人都道府県民税、事業税及び不動産取得税）
　　カ　本店所在地の市町村民税に係る納税証明書（法人市町村民税、固定資産税及び都市計画税）
　　キ　役務経歴書（令和6、7年度）
※イからカは複写可。ただし、すでに入札参加資格審査申請書（物品・役務）を提出の場合には不要とする。
（２）提出期限・方法
　　令和8年9月30日（水）午後5時15分までに和気町役場総務部総務課へ持参又は郵送すること。

７　企画提案書の提出
（１）提出書類
　　ア　企画提案書（任意様式）
　　イ　見積内訳書（任意様式）
　　　　勤怠管理システム導入費用、運用保守業務費用（1か月あたりの単価のわかるもの）をそれぞれ提出すること。
　　ウ　機能一覧表（任意様式）
　　エ　業務実績等（任意様式）
　　オ　その他参考となる資料（任意様式）
（２）提出部数
　　　６部（正本１部、副本５部）
（３）提出期限・方法
　　令和8年9月30日（水）午後5時15分までに和気町役場総務部総務課へ持参又は郵送により提出すること。

８　提案に当たっての留意事項
（１）失格又は無効
　　次のいずれかに該当する場合は、失格又は無効とする。
　　ア　提出期限を過ぎて企画提案書が提出された場合
　　イ　提出書類に虚偽の内容が記載されていた場合
　　ウ　審査の公平性に影響を与える行為があった場合
　　エ　本実施要項に違反すると認められる場合
　　オ　提案金額が設定された提案上限額を超えている場合
　　カ　その他、和気町が指示した事項に違反した場合
（２）複数提案の禁止
　　　同一事業者が複数の提案を提出することはできないこととする。
（３）企画提案書の再提出
　　　提出された企画提案書は、誤字・脱字等軽微なものを除き、変更、差し替え若しくは再提出は、認めない。
（４）参加辞退
　　　参加申込書の提出後に参加を辞退する場合は、辞退届（別添５）を提出すること。
（５）その他
　　　提案事業者は、参加申込書の提出をもって実施要項等の内容に同意したものとする。

９　審査及び審査基準
（１）審査委員会
　　　和気町勤怠管理システム導入業務審査委員会で審査し、契約候補者を選定する。審査委員会は、別に定める審査基準に基づき総合的に審査を行い、企画提案内容について評価点を算出し、その合計点の高い事業者から順に交渉順位を定める。なお、合計点が同数となった場合は、出席委員の多数決で決定し、可否同数のときは、委員長が決定する。
（２）審査基準
　　　別添２「審査基準」のとおりとする。
（３）プレゼンテーション及びヒアリング開催日時・場所等
　　ア　実施内容　企画提案説明に20分（実際のシステム画面等を用いたデモンストレーションを含むものとする）、質疑応答に10分とする。ただし、選定委員から指示があれば、時間延長する。
　　イ　開催日時　令和8年10月9日（金）午前9時以降を予定している。正式な日程は、確定次第通知する。
　　ウ　開催場所　和気町役場本庁舎（詳細は、後日通知する）
　　エ　機材等　　町において会場内に大型モニターを準備する。なお、プレゼンテーションに必要なパソコン等の機材は、提案事業者が持参すること。
（４）審査結果の通知等
　　　審査結果は、受託候補者の選定後、速やかに提案事業者に文書で通知します。

１０　契約等
和気町は、受託候補者から見積書を徴し、その内容について受託候補者と協議を行い、確定させた上で随意契約により委託契約を締結する。
なお、協議が整わない場合又は受託候補者が契約を辞退した場合は、審査結果において評価が次点の事業者と協議を行う。

１１　提案書の公開等
　　事業者から提出された提案書の著作権は、提案事業者に帰属します。ただし、和気町は、選定結果の公表に必要な場合、その他和気町が必要と認める場合は、提案書の全部又は一部を無償で使用できるものとする。また、提案書は、理由の如何を問わず返却しない。なお、提案書は、和気町情報公開条例に基づき、公開することがある。ただし、提案事業者の正当な利益を害するおそれがある部分等については、非公開とする。

１２　提案に係る費用の負担に関する事項
　　提案書の作成、提出その他の提案に係る一切の費用は、すべて提案業者の負担とする。

１３　お問い合わせ先及び企画提案書の提出先
　　和気町役場総務部総務課　担当　山根
　　〒709-0495　岡山県和気郡和気町尺所555
　　TEL 0869-93-1122／FAX 0869-92-0667／E-mail kengo_yamane@town.wake.lg.jp

【参考資料】
（別添１）和気町勤怠管理システム導入及び運用保守業務仕様書
（別添２）審査基準
（別添３）質問票
（別添４）参加申込書
（別添５）辞退届
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